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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第１四半期
連結累計期間

第64期
第１四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自 2022年４月１日
至 2022年６月30日

自 2023年４月１日
至 2023年６月30日

自 2022年４月１日
至 2023年３月31日

売上高 (千円) 3,141,058 3,262,082 13,456,190

経常利益 (千円) 266,719 180,635 1,139,611

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 153,951 128,825 825,917

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 231,047 143,851 885,584

純資産額 (千円) 13,226,948 13,653,215 13,716,179

総資産額 (千円) 16,442,772 17,070,495 17,033,012

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 11.93 9.97 63.93

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.3 79.8 80.4

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３ 当社は、2022年８月１日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。１株当た

り四半期（当期）純利益については、第63期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し算定しております。

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業内容に

重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)財政状態及び経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間（2023年４月１日～2023年６月30日）におけるわが国経済は、製造業の景況感が持ち

直したほか、非製造業は宿泊・飲食サービスなどを中心に消費関連業種の景況感が改善し、景気は緩やかな回復傾

向となりました。特に個人消費は、各種催事の復活や人の動きの活発化により、外食、旅行をはじめとするサービ

ス消費の拡大に伴い回復基調を維持しました。

　なお、景気の先行きについては、個人消費、設備投資、インバウンド需要が牽引役となり、緩やかな回復が続く

見通しとなっております。

　このような環境の下、当第１四半期連結累計期間は、外食・小売業における機械化や省人化の動きは引き続き継

続しており、製品需要は堅調に推移しました。なお、一昨年より継続していた半導体や部材の供給不足による生産

活動への影響は、当第１四半期連結累計期間に入り概ね解消しております。

　国内は、原材料価格やエネルギー価格の高騰により、外食・小売業にとっては厳しい事業環境が続いております

が、2023年５月に新型コロナウイルスの５類移行、インバウンド需要の回復、および人手不足を背景とした省人化

の動きは継続しており、製品需要は堅調に推移しました。業態別では、大手回転寿司チェーンからの寿司ロボット

の入替需要が牽引したほか、レストラン・食堂業態およびホテル・旅館・給食業態からのご飯盛付けロボット

（Fuwarica）の製品需要が拡大し、国内売上高は前年同四半期を上回りました。

　海外は、外食・小売業における人手不足の深刻化や人件費の高騰により、機械化や省人化の動きは引き続き継続

しているものの、欧米を中心としたインフレや金融引き締め、ウクライナ情勢を巡る地政学的リスクなどを背景に

事業者の設備投資意欲の減退を招き、製品需要は減少いたしました。地域別では、東アジアや東南アジアでは、外

食需要の回復が引き続き進んでいること、日系企業の海外進出の増加に伴い製品需要が拡大しました。しかしなが

ら、欧州において、ウクライナ情勢によるエネルギー価格高騰や供給懸念の深刻化に伴う事業者への影響が継続し

ており、設備投資計画の中止や延期等により製品需要が減少し、海外売上高は前年同四半期を下回りました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は、32億62百万円（前年同四半期比3.9％増）と前年同四半期を上

回る結果となりました。国内・海外別の売上高の内訳は、国内売上高が23億52百万円（同15.4％増）、海外売上高

が９億９百万円（同17.5％減）となりました。

当第１四半期連結累計期間の概況

前第１四半期連結累計期間 当第１四半期連結累計期間

増減額 増減率(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） （％）

売上高 3,141 100.0 3,262 100.0 121 3.9

国内 2,039 64.9 2,352 72.1 313 15.4

海外 1,102 35.1 909 27.9 △192 △17.5

売上総利益 1,497 47.7 1,527 46.8 29 2.0

営業利益 257 8.2 175 5.4 △82 △31.9

経常利益 266 8.5 180 5.5 △86 △32.3

親会社株主に帰属
する四半期純利益

153 4.9 128 3.9 △25 △16.3
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利益面につきましては、売上高の増加により、売上総利益は15億27百万円（同2.0％増）と前年同四半期を上回り

ました。営業利益は、海外の売上高減少や物流費高騰の落ち着きにより荷造運送費は減少したものの、前連結会計

年度に行った事業成長を見据えた基盤構築に伴う人件費の増加、本社移転に伴う賃借料の増加、また、渡航制限の

解除に伴う海外出張を中心とした旅費交通費の増加、製品開発への投資を中心に販売費及び一般管理費が増加し、

１億75百万円（同31.9％減）と前年同四半期を下回りました。経常利益は１億80百万円（同32.3％減）と前年同四

半期を下回りました。親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同四半期にスズモメンテナンス株式会社を吸収

合併したことに伴う抱合せ株式消滅差損25百万円を特別損失に計上した影響に伴い減少幅は縮小したものの、１億

28百万円（同16.3％減）と前年同四半期を下回りました。
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財政状態は、次のとおりであります。

(資産)

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ37百万円増加し170億70百万円となり

ました。これは主に、現金及び預金が２億87百万円減少しましたが、棚卸資産が１億96百万円、固定資産が１億94

百万円増加したことによるものであります。

(負債)

当第１四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ１億円増加し34億17百万円となりまし

た。これは主に、未払法人税等が82百万円減少しましたが、流動負債その他に含まれる未払費用が２億79百万円増

加したことによるものであります。

(純資産)

当第１四半期連結会計期間末における純資産は、前連結会計年度末に比べ62百万円減少し136億53百万円となり

ました。これは主に、親会社株主に帰属する四半期純利益の計上により１億28百万円増加し、為替換算調整勘定が

８百万円増加しましたが、利益剰余金が配当金の支払により２億６百万円減少したことによるものであります。

(2)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3)研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は53百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 32,000,000

計 32,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2023年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 12,960,000 12,960,000
東京証券取引所
スタンダード市場

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式
単元株式数は100株であります

計 12,960,000 12,960,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2023年６月30日 ― 12,960 ― 1,154 ― 982

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので、直前の基準日である2023年３月31日現在の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

2023年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 34,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

128,977 同上
12,897,700

単元未満株式
普通株式

― 同上
28,300

発行済株式総数 12,960,000 ― ―

総株主の議決権 ― 128,977 ―

（注）上記「単元未満株式」には当社所有の自己株式14株が含まれております。

② 【自己株式等】

2023年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
鈴茂器工株式会社

東京都練馬区豊玉北
２丁目23番２号

34,000 ― 34,000 0.3

計 ― 34,000 ― 34,000 0.3

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(2023年４月１日から2023年

６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(2023年４月１日から2023年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、太陽有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,865,751 4,578,022

受取手形及び売掛金 1,577,115 1,428,832

電子記録債権 168,167 218,525

棚卸資産 2,762,466 2,959,305

その他 312,173 344,458

流動資産合計 9,685,674 9,529,145

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,578,410 1,558,251

土地 3,664,888 3,664,888

その他（純額） 725,669 795,893

有形固定資産合計 5,968,967 6,019,033

無形固定資産

のれん 33,051 30,847

その他 419,417 557,091

無形固定資産合計 452,468 587,938

投資その他の資産

投資有価証券 36,801 39,966

繰延税金資産 607,053 620,692

その他 289,726 281,397

貸倒引当金 △7,680 △7,680

投資その他の資産合計 925,901 934,377

固定資産合計 7,347,338 7,541,350

資産合計 17,033,012 17,070,495

　



― 10 ―

(単位：千円)

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 504,671 575,773

１年内返済予定の長期借入金 60,545 59,109

未払法人税等 168,848 86,214

賞与引当金 204,918 188,257

その他 863,698 990,117

流動負債合計 1,802,682 1,899,471

固定負債

長期借入金 209,969 195,629

役員退職慰労引当金 2,880 3,090

退職給付に係る負債 1,140,102 1,157,192

その他 161,198 161,897

固定負債合計 1,514,150 1,517,808

負債合計 3,316,833 3,417,280

純資産の部

株主資本

資本金 1,154,418 1,154,418

資本剰余金 998,054 998,054

利益剰余金 11,476,082 11,398,091

自己株式 △20,707 △20,707

株主資本合計 13,607,847 13,529,857

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 181,693 190,650

退職給付に係る調整累計額 △98,495 △93,314

その他の包括利益累計額合計 83,197 97,335

非支配株主持分 25,134 26,022

純資産合計 13,716,179 13,653,215

負債純資産合計 17,033,012 17,070,495
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

売上高 3,141,058 3,262,082

売上原価 1,643,667 1,734,884

売上総利益 1,497,391 1,527,197

販売費及び一般管理費 1,239,985 1,351,844

営業利益 257,406 175,352

営業外収益

受取利息 66 326

受取配当金 731 ―

持分法による投資利益 ― 2,939

為替差益 10,894 1,611

その他 910 1,354

営業外収益合計 12,602 6,231

営業外費用

支払利息 644 670

譲渡制限付株式関連費用 691 140

持分法による投資損失 1,903 ―

その他 49 138

営業外費用合計 3,289 948

経常利益 266,719 180,635

特別利益

投資有価証券売却益 160 ―

特別利益合計 160 ―

特別損失

固定資産除却損 ― 6

役員退職慰労金 5,400 ―

抱合せ株式消滅差損 25,441 ―

特別損失合計 30,841 6

税金等調整前四半期純利益 236,038 180,629

法人税等 81,576 51,384

四半期純利益 154,461 129,244

非支配株主に帰属する四半期純利益 509 418

親会社株主に帰属する四半期純利益 153,951 128,825
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2022年４月１日
　至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
　至 2023年６月30日)

四半期純利益 154,461 129,244

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △275 ―

為替換算調整勘定 61,444 9,199

退職給付に係る調整額 4,907 5,181

持分法適用会社に対する持分相当額 10,511 226

その他の包括利益合計 76,586 14,607

四半期包括利益 231,047 143,851

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 229,244 142,963

非支配株主に係る四半期包括利益 1,803 888
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日　至 2023年６月30日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。た

だし、見積実効税率を使用できない場合には、法定実効税率を使用しております。

(四半期連結貸借対照表関係)

１．受取手形割引高、受取手形裏書譲渡高及び電子記録債権譲渡高

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2023年６月30日)

受取手形裏書譲渡高 88,237千円 88,236千円

電子記録債権譲渡高 75,913 〃 71,024 〃

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

減価償却費 62,330千円 86,662千円

のれんの償却額 2,203 〃 2,203 〃
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月25日
定時株主総会

普通株式 258,062 40 2022年３月31日 2022年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2023年６月24日
定時株主総会

普通株式 206,815 16 2023年３月31日 2023年６月26日 利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　当社グループは、米飯加工機械関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

(収益認識関係)

　 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前第１四半期連結累計期間(自 2022年４月１日　至　2022年６月30日）

(単位：千円)

報告セグメント

合計米飯加工機械
関連事業

日本 2,039,055 2,039,055

アジア 325,672 325,672

北米 409,705 409,705

欧州 243,141 243,141

オセアニア 115,846 115,846

その他の地域 7,637 7,637

顧客との契約から生じる収益 3,141,058 3,141,058

その他の収益 ― ―

外部顧客への売上高 3,141,058 3,141,058
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当第１四半期連結累計期間(自 2023年４月１日　至　2023年６月30日）

(単位：千円)

報告セグメント

合計米飯加工機械
関連事業

日本 2,352,382 2,352,382

アジア 501,256 501,256

北米 232,969 232,969

欧州 99,028 99,028

オセアニア 56,887 56,887

その他の地域 19,558 19,558

顧客との契約から生じる収益 3,262,082 3,262,082

その他の収益 ― ―

外部顧客への売上高 3,262,082 3,262,082

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

１株当たり四半期純利益 11円93銭 9円97銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 153,951 128,825

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(千円)

153,951 128,825

普通株式の期中平均株式数(株) 12,902,425 12,925,846

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 当社は、2022年８月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。なお、１株当たり四半

期純利益については、前連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して算定しております。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年８月10日

鈴茂器工株式会社

取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 久 塚 清 憲 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 上 西 貴 之 印

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている鈴茂器工株式会

社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2023年４月１日から2023年６

月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビュー

を行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、鈴茂器工株式会社及び連結子会社の2023年６月30日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重

要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告

書において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表

の注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められ

ている。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の

作成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連

結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。

監査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独

で監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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